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１．島根県益田市の人口診断例
２．毎年１％の所得を取り戻す
３ ．現代文明の全面的な持続性
危機と地域社会

2025年10月24日

４．地元から世界を創り直す時代
５．これからは「広場」の時代だ！
６．１世代30年で持続可能な未来
へ

自宅は日本一の清流を望む断崖に立つ 研究所オフィス「さざ波テラス」は日本海のそば



日本一の清流のそば、朝陽の当たる家



川風を頬に感じるテラス



薪ストーブ生活36年目



３年前に明治27年築の蔵をもらいました



３年間かけて、自宅横に移築３年がかりで移築完了の「川風の蔵」に虹が立つ！
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2017年度：8市町村１省庁

2018年度：15市町村2県1大学

2019年度：27市町村2県

持続可能な地域社会総合研究所 共同研究実施地域
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みんなでつくる
中国山地百年会議

益子町
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クローズアップ現代 2022年8月3日（水）
「移住新時代過疎地域にチャンスあり」

都会を離れ、過疎地にこそ自分の可能性を伸ばすチャンスがあると気づき始めた若者たち。
“移住新時代”に変貌を遂げる過疎地域、そこに暮らす若者たちの価値観・生き方の変化を見
つめます。■スタジオ出演藤山浩 ■キャスター桑子真帆 （アナウンサー）



NHK「日曜討論」2024年8月4日（水）
「人口“急減”時代 これからの地方は」

地方はいま…おはよう日本

「人口“急減”時代」と連動
して徹底討論！▽コンパク
トシティをどう考える？水
道・公共交通などインフラ
維持は▽医療・介護…住民
サービスは？



日本の「失敗の本質」を
年代ごとに総括。

2020年10月30日発売～河出書房新社～１万部突破
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2020年1月12日
「みんなでつくる中国山地」狼煙号
発刊記念シンポジウム

2019年秋、狼煙号
過疎は終わった！





創刊５号「移動が次の幸せをつくる！」

会
員
２
０
０
人
の
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み
ん
な
で
つ
く
る

中
国
山
地
百
年
会
議
」
で
編
集
、
発

行
し
て
い
ま
す
。

１１月１日、
創刊６号
発行へ！



東京一極集中が続く日本

欧米先進国では、極端な一極
集中は見られない
（ドイツ：100万以上都市はベルリン、ハ
ンブルク、ミュンヘン、ケルンのみ）

東京23区
2020年の高齢者 2,095,518人
2050年の高齢者 2,878,979人

1平方キロ当たり、4,629人
100ｍ四方に46人

→介護や医療だけでなく、生活
も限界

＊地震等の大規模災害

長い目で見て、一番持続性が
ない地域社会は東京。



今後30年間、2020年～2050年の人口予測はかなり厳しい

過疎指定市町村（一部過疎の政令指定都市も含む）において、５割超（50.7％）の市
町村が今後30年間で人口半減（減少率50％以上）が見込まれる。３割以上の人口
減少が見込まれる過疎指定市町村は、ほぼ９割（88.9％）となる。

■2015年～2020年国勢調査に基づく
将来予測（現状推移）
＊持続地域総研専用プログラムの分析



放置すると、地方での人口減少が加速する
順位 都道府県 市町村名 必要人口(%)

1 北海道 留寿都村 0.0%

1 北海道 占冠村 0.0%

1 北海道 上士幌町 0.0%

1 北海道 鶴居村 0.0%

1 新潟県 粟島浦村 0.0%

1 山梨県 早川町 0.0%

1 山梨県 小菅村 0.0%

1 山梨県 丹波山村 0.0%

1 長野県 大鹿村 0.0%

1 奈良県 川上村 0.0%

1 島根県 出雲市 0.0%

1 島根県 海士町 0.0%

1 島根県 知夫村 0.0%

1 香川県 直島町 0.0%

1 高知県 大川村 0.0%

1 佐賀県 江北町 0.0%

1 鹿児島県 姶良市 0.0%

1 鹿児島県 十島村 0.0%

1 沖縄県 宮古島市 0.0%

1 沖縄県 渡嘉敷村 0.0%

1 沖縄県 南大東村 0.0%

1 沖縄県 与那国町 0.0%

23 鹿児島県 龍郷町 0.1%

離島・山間部でも人口安定化達成市町村も存在

「人
口
安
定
化
達
成
の
過
疎
指
定
市
町
村
２
１
」

＊2015年～2020年人口動態に基づく



今後人口安定化に向けて
必要な定住増加の人口比
（1年当たり）

2015年～2020年
国勢調査に基づく
定住増加必要割合

2018年～2023年
住基台帳に基づく
定住増加必要割合

過疎指定市町村の８割
（80.5％）が人口の1.5％未満
の定住増加により、人口安
定化が達成可能。ただし、
2023年時分析では、より多く
の定住増加を必要とする市
町村が増えている。

全域過疎指定の650市町村
合計では
毎年90,534人の定住増加で
達成可能（人口比1.20％分）

田園回帰１％戦略の有効性

＊東京都社会増2015～2020年
年平均128,183人



（１）現状分析

人口43,708人、高齢化率39.3％（75歳以上22.1％）
主力世代＝70代前半

①現在の年齢構成

＊2019年・2024年の
住民基本台帳に基づく

１．島根県益田市の人口診断～地方都市の一例として



②年齢階層別の人口増減率（2019～2024年）

子連れ世帯の流入超過はあるものの、20代での大きな流
出超過（特に女性）を取り戻していない。少子化も急速。



（２）現状推移予測 ①人口・高齢化率2019～2024年版

何もしないと、人口の下げ止まりが見えない。

今後30年で
42.5％減少



②小・中学生の人口予測（現状推移シナリオ）
2019～2024年版

放置すると、小・中学生数も、25年で半減もあり得る。



（３）組み合わせ最適シナリオ（女性定住強化版）

【出生率・流出率・定住増加】の３つを組み合わせた最適シ
ナリオが検討してみる。

●出 生 率：１.８０に向上（現在１.６６）

●流 出 率：10代後半～20代前半の流出率を
男２６％、女２７％と現状を維持

●定住増加組数：
現在人口の０．７％分増加（住民１４３人に１人）

20代前半男女１組（２名） ４０組
２０代後半女性 ２０人
30代子連れ夫婦１組（３名） ４０組
60代定年帰郷夫婦１組（２名） ４０組

合計140組
３００人

＋女性の
取り戻し
強化



①今後の人口
・高齢化率予測

②小・中学生
の人口予測

３万５千人
でほぼ安
定へ

回復し
安定へ



地方都市郊外によくある大型
ショッピングセンター、ロードサイ
ドショップ

地方都市中心部で目立つ
シャッター街

２．毎年１％の所得を取り戻す～地域経済循環強化～



島根県益田市街地１９４８年１０月３日（国土地理院提供）＊現在人口５万人
＊米軍撮影

中世からの
城下町エリア

鉄道駅周辺に
野菜、牛、魚市場
が形成→繁華街へ

中心移動

地方都市のDNAは市場町～周辺の農山漁村との域内循環



島根県益田市街地１９７６年８月２１日
（国土地理院提供）

駅北の農地に
バイパス新設
新たな商店街へ
（駅北口無し）

北西の海岸沿いに
工業・卸売団地と
木工団地が整備

日本の地方都市で目立つ中心移動～城→鉄道駅→IC,バイパス



島根県益田市街地２０１０年５月２日（国土地理院提供）

工業・木工団地跡地に
大型ショッピングセンターと
ロードサイドショップ

中
心
部
を
ず
ら
し
続
け
、
使
い
捨
て
に
し
て
は
ダ
メ



高津川流域（人口７万）経済循環：域外調達1,420億円（Ｈ１５）

『平成１５年益田圏域産業
連関表』（島根県）等による

毎年、外から買う量を100から99に減らし、
１ほど、地域内で原材料から創り始める

域
外
流
出
の
１
％
を
取
り
戻
せ
ば
、

所
得
の
１
％
取
戻
し
が
見
え
て
来
る

住
民
の
所
得
額

に
ほ
ぼ
匹
敵

1,556億

（島根県）



2．LM3（地域内乗数３）理論に基づいた（産業連関表が無くてもOK！）
消費・流通・生産の３段階を通じた域内経済循環の把握
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2018年度 島根県益田市経済循環調査

居酒屋A

居酒屋部門

売上げ
5,430万円

地元
仕入額
2,650万円

魚1,840万円
酒450万円
野菜190万円

流通所得290万円

地元産品購入額
930万円

生産所得290万円

資材販売所得
30万円

LM3値2.23 飲食費1,000円当たり112円所得創出
地
元
密
着
タ
イ
プ

居酒屋B

売上げ
5,200万円

LM3値1.00 飲食費1,000円当たり０円所得創出
全
国
チ
ェ
ー
ン
店

地元仕入額
０円

＊全国的なデータからは
地元仕入れがほとんどない
場合が多い。

同じような売上げ規模の居酒屋同士で比較しても、地元仕入れや地元産品利用の違いで、地
域全体としては、域内所得の創出に大きな違いがあることがわかります。



地元の小麦粉と
バターを使った
パン屋さん

富良野
海外からのスキー客も
カフェでくつろぐ



応用分析①～地元でパンを作る意味
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パン屋

パン屋種類別 所得創出額

パン屋A パン屋B パン屋C

Ａ

原
料
も
製
造
も
地
元

Ｂ

製
造
も
地
元

Ｃ

販
売
の
み

地元の所得創出額
923万

760万

220万

同じ2,000万円の売り上げ
のパン屋があったとしても

「ＬＭ３」手法で生産段階

まで追跡すると、地元所得
創出額は大きく違う！

１個100円の域外のパン
地元所得創出額 11円

１個150円の完全地元パン
地元所得創出額 69円

50円の
価格差以上！

58円の
所得差

＊福井県池田町の取引状況データ（店舗、農家等）を基に試算。従業員はすべて地元雇用。



㈱キヌヤの
地産地消率
時点 割合
2010年 10.1％
2017年 16.4%

年商全体133億円
地元産商品販売額22億円
LBクラブ（ローカルブランド）
に600以上の事業者が参加

６割アップ

19億円

＊㈱キヌヤ本社＝島根県益田市、島根県・山口県に21店舗

地元仕入れ額

＊安心でおいしい、地域の個性ある暮らし
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¥2,000,000

¥4,000,000

¥6,000,000

¥8,000,000
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¥12,000,000

生鮮野菜

生鮮野菜販売別 所得創出額

直売所（生鮮野菜） スーパー（生鮮野菜）

応用分析②～野菜を買うなら産直市

産
直
市

ス
ー
パ
ー

地元の所得創出額

1036万

220万

同じ2,000万円分の
生鮮野菜を買ったとしても

「ＬＭ３」手法で生産段階

まで追跡すると、地元所得
創出額は大きく違う！

地産地消の農家レストラン

全国チェーンのレストラン、居酒屋

＊福井県池田町の取引状況データ（店舗、農家等）を基に試算。従業員はすべて地元雇用。

同様に

ＶＳ

等の店舗ごとの域内経済貢献度
を比較できる！



（１）全事業所・全品目合計（推定値）

益田市における地産地消の実態調査（2018年）

項目 各値

食料品総購入額： ¥1,516,211,737

域内購入（仕入）額： ¥700,064,644

域内購入（仕入）率： 46.2%

地元（益田市）産品購入額： ¥181,682,435

地元（益田市）産品利用率： 12.0%

所得創出総額： ¥138,700,882

LM3（地域内乗数3）： 1.56

地
元
で
の
仕
入
率
は
５
割
弱

地
元
産
品
利
用
率
は
１
割
強

下表は、益田市のすべての飲食店・パン屋の、全品目を対象とした仕入に関する集計値で
す。（食材仕入に限定した結果で、飲食店・パン屋自体の所得額は含んでおりません。）
地元市内での仕入率は、半分を割る46.2％、地元産品の利用率は１割強の12.0％に留まっ

ています。



（２）品目毎 仕入額（域内外からの総額）
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肉
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酒

４
位

野
菜

肉類の仕入額
３億円超

仕入額の上位３位は、肉・魚・酒となっています。
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（３）品目毎 域内仕入率

1
位
野
菜

３
位

乳
・
卵

２
位

酒

低い肉
13.7％

仕入額トップの肉の域内仕入率は13.7％と著しく
低くなっており、魚の半分を割る結果です。



6.9%

39.3%

5.4%

34.7%

0.6%
1.8%

20.2%

51.7%

0.8% 0.4%
2.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

品目別 地元（益田市）産品利用率

「卵」の養鶏場直接仕入効果

パン屋からの直接
仕入れ効果 キヌヤ等の直売コーナー

からの仕入れ効果

米

パン

高いのは

低いのは

野菜

卵・牛乳

めん

野菜加工品
：つけもの、豆腐

肉 魚 油・調味料

ジュース類

アルコール

日
本
酒
だ
け
で
な
く
、
地
ビ
ー
ル

地
元
ワ
イ
ン
の
必
要
性

（４）品目毎 益田市産品利用率

1.8%

極端に低い肉
→豚肉生産や加工業無し、価格差

卵・パン・野菜等が高い一方で、肉・酒・米等は１割を切る低さとなってい
ます。その背景としては、生産体制の不備や価格格差などが考えられます。



（５）品目毎 所得創出額

¥0

¥5,000,000

¥10,000,000

¥15,000,000

¥20,000,000

¥25,000,000

¥30,000,000

¥35,000,000

¥40,000,000

¥45,000,000

¥50,000,000

品目別 所得創出額

人件費所得 生産者所得

域内仕入・地元産品
利用効果 域内仕入効果

地元産品
利用効果

野菜

高いのは
魚

酒

仕入額
仕入率
生産率
の３つが影響

＊人件費所得：流通段階の人件費所得。生産者所得：生産・加工段階の人件費所得。

4,500万
3,200万

2,700万

飲食店からの食材調達に起因する域内の所得創出額では、野菜・
魚・酒が上位３つとなっています。仕入額・仕入率・生産率が総合的
に高い品目が多くの所得を創出しています。



¥0

¥10,000,000

¥20,000,000

¥30,000,000

¥40,000,000

¥50,000,000

¥60,000,000

¥70,000,000

¥80,000,000

¥90,000,000

品目別 所得創出額（増加分）

人件費所得（増分） 生産者所得（増分）

（６）域内購入率&生産率70%向上シミュレーション

肉

高いのは

魚
6,200万円

5,800万円

地ビール＆ワイ
ンの可能性
→その後実現！

酒

5,100万円

このような品目別の向上シミュレーションにより、域内における新たな食肉やアルコール飲
料の生産開始の可能性が検証できます。

豚肉の域内生産
の可能性
→現在実現中！



３．現代文明の全面的な持続性危機と地域社会

環 境

社 会 経 済

私たち
の

暮らし

地球温暖化の進行
生物多様性の喪失

社会的な孤立
と分断

未曽有の経済
格差の広がり

地球（地域）を守らないと
地域（地球）も守れない！

「剝き出しの個
人」が立ちすく
む！

地球上で
1億倍の資産

格差が生まれ
ている！

文明全体が全面的な持続性危機→高まる暮らしの不安

（例）災害等がきっかけで崩壊的な危機拡大の可能性も！



「崩壊学」
パブロ・セルヴィーニュ、ラファエル・ス
ティーブンス、2019年、草思社

2015年にフランスで出版され、ベス
トセラー

今や地球温暖化など文明の随所に全
面的崩壊の兆候が現れていることを指

摘。その防止策として、「地域的な
レジリエンス」を作り出すこと
を求める。

グローバルな「将棋倒し」を防ぐた
めには、暴走する「大規模・集中・グ
ローバル」から一定程度「切断」され

ても生き残り得る、強靭な小地域
を創っていく必要があると主張。

関連文献



日常の暮らしの
持続性危機

世代を超えた
継承の危機

地域社会における人々を取り巻く弱体化、空洞化の進展

家 族

企 業 行 政

コミュニティ

農山村からの撤退
実質賃金伸び悩み

小規模・高齢化
活動低下＊草刈、葬式等

平成の大合併
「小さな政府」

世帯規模の縮小
2020年2.21人
→2033年1.99人（全国）

相続困難

個人単位＆「競争」＆「縦
割り」＝「選択と集中」路
線での解決困難

「連帯」と「共生」
のコモンズ形成へ



全国の基幹的農業従事者の現状推移予測

基幹的農業従事者は、10年でほぼ半減する見込み。高齢
化率は5年後をピークに、その後は徐々に低下していく。

令
和
の
米
不
足
の
要
因
は
担
い
手
激
減
！



毎年１万名の20代、30代前半の就農増加シミュレーション

安定化
達成！



島根県益田市匹見町
集団移転集落の森林伐採
に伴う所有状況調査（2006年）

３０年間所有者＝元住民の手で
草刈りがされた道路

所有者＝元住民の説明で往事の
集落の様子をヒアリング

急峻な山に囲まれた
盆地上の元集落

●移転：１９７５年（31年前）
●今年、民間業者が、１５人の
地権者と契約し、約８０haの
山林を伐採・搬出

＜ヒアリング：藤山、李＞
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48.7 

53.9 

73.9 

67.6 

20.5 

52.9 

5.5 

8.9 

2.2 

3.3 

70.5 

8.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

山林

保安林

田

宅地

墓地

合計

匹見町内

益田市内

島根県内

広島県

大阪府

東京都

その他府県

住所不明

島根県中山間地域の旧匹見町における土地所有の不在化状況
（固定資産税の納税義務者の居住地別面積割合）（2006年時点)

納
税
義
務
者
の
分
布

→

26
都
府
県
に
分
散

→ほぼ半分が不在＆不明

今後30年間において、金融資産の移動先として突出しているのは東京圏で、全国から58兆円
が流入し、他地域への流出額を差し引いても、相続の発生に伴い38兆円の資産増加となる。こ
の結果、家計金融資産の4割超が東京圏に集中することになる。＜三井住友信託銀行調査月報 2022 
年11 月号経済の動き～相続に伴う家計金融資産の地域間移動＞

★地方からの貯金流出防止が急務→地元での投資先創出が必要



４． 「地元から世界を創り直す」時代＝循環型社会に向けて

経済区分 閉鎖系の
定常型経済・社会

成長経済・社会
（資本主義）

開放系の
循環型経済・社会

求められる人材

制約要因 輸送・移動のコス
ト、エネルギー源、
コミュニティルール
（掟）

自然破壊（地球
温暖化等）
経済格差
社会的孤立

自然生態系の保全
経済的平等
社会的連帯

価値転換を促す
教育人材
全体最適を描く
研究人材

文明原理 「有限」前提
小規模
分散
ローカル

「無限」幻想
大規模
集中
グローバル

「有限」前提
小規模
分散
ローカル

ボトムアップ型
政治人材（自治
体連合、ミュニシ
パリズム）

志向価値 安定 成長 循環
＊有限の中の無限

レンジャー（自然
生態系保全）

調整ルー
ル

制限 競争 共生
＊パートナーエリア

コーディネーター
（合わせ技）

所有制度 共有＋私有 私有 私有＋共有
＊ローカルコモンズ

マネージャー
（ローカルコモン
ズ管理・活用）

地域状況 地域の独立性 地域内外の分断
中心・周辺化

地域内外の共進化 ネットワーカー
（情報共有促進）



「グローバリズム 1.0」
＝「規模の経済」一辺倒

大
量
生
産

●モノカルチャー
●生態系破壊
●資源枯渇

大
量
輸
送 大

量
消
費

大
量
廃
棄

●環境負荷
●CO2排出
→地球温暖化
●循環断絶

●人口の
過度な
都市集中

●ロット不足で
流通不可

●域外調達で
地場産業×

●域内循環の衰退
→人口の減少
→文化の衰退

「２周目の危機」＝循環不能
→地方＆暮らしの衰退
→都市＆地球の限界

＜都市圏＞

＜地元圏＞

地域の「使い捨て」



「グローカリズム 2.0」
＝「循環の経済」構築へ

●過大な
都市集中の
抑制へ

「長続きする」多彩な文明へ
→地方＆暮らしの個性化
→都市＆地球の安定

●生態系に追いつくネットワーク進化へ
～地域内の多角性と地域間の多様性の多重的連携

＜都市圏＞

＜地元圏＞

人＆情報のネットワーク

モノのネットワーク

「渡り鳥」

「渡り鳥」地
方
ハ
ブ
拠
点

小
さ
な
拠
点



施
設 施
設

施
設

施
設

エネル
ギー

循
環
自
治
区

＝
一
次
生
活
圏

定
住
循
環
圏

＝
地
方
都
市
圏

三
次
循
環
圏

＝
地
方
ブ
ロ
ッ
ク

小
さ
な
拠
点

ハ
ブ
拠
点

ブ
ロ
ッ
ク
拠
点

集落
世帯

小さな
拠点

ハブ
拠点

ブロック
拠点

少量多品種
複合輸送

多分野
複合輸送

専門＆高速
輸送

旅客輸送ベクトル
（量・頻度・行先）

貨物輸送ベクトル
（量・頻度・行先）

施設の集約度
（ワンストップ性）

エネルギー供給

情報ネットワーク

分
野
横
断
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
統
合

決済システム

重
層
的
な
輸
送
・情
報
・決

済
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
設
計

専門大量輸送と
複合少量輸送の
スマートな結節機能

循環型社会の基本デザイン＝重層的な循環圏

自動運転・新車両

＜輸送モード＞ ＜検討課題群＞

適正な配置
と供給網

エネル
ギー

資
源

資
源

資
源

資
源

小さな住民力結合

高速道路＆
鉄道結合で
スマートな新
「軌道化」

D
X

に
よ
る
情
報
統
合

基礎的な自治圏、
計画圏、投資圏



住
民

一次
産業

二次
産業

三次
産業

年金
その他

1,000人の村のお金の流れ
(400世帯）

販売

調達

所得
15億～

①所得：島根県民平均所得：236万円（2012年、「県民経済計算」島根県）、②補助金：島根県A市における20地区への
支払い額から、③食費：2016年島根県邑南町瑞穂地区データより、④交通費：島根県中山間地域世帯（年収400～500
万円）平均値57,529円より、⑤エネルギー支払い額：邑南町計算データより、⑥医療費：2017年度国民健康保険データ
より、⑦介護費：2018年度邑南町データより ⑧農地面積：2010年度の全国中山間地域における1人当たり平均面積か
ら算出、⑨森林面積：2010年度の全国中山間地域における1人当たり平均面積から算出

補助金
0.1億

石油
etc

介 護

医 療
食費2.9億

交通2.8億エネルギー
2.2億

税金
4億

1.9億

農地

森林

資産

産業

小さな拠点
支出

126ha

1,471ha

通勤・通学

収入

地域経営会社

1,000人の
タワマン

１人
28万

１人
22万 １人

29万

１人
19万

１人
40万

１人
236万

自然
の
利子

域外流出
（3部門で６億）



世帯、事業所、交通、森林、 農地分野を重ねたGISデータベース構築

秋田県三種町下岩川地区（人口960人）
における「持続可能性シミュレーター」開発事例

秋田県立大学との
共同研究

デジタル化→地域営農等のシミュレーション可能に



山口県初
水田での
ｿｰﾗｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ

山口市阿東町
「阿東つばめ農園」
おひさま発電所



ドイツ・家畜の糞尿でメダンガス発酵させ、電力と熱を創り出す牧場

ドイツ・オーストリア
～各地で「エネルギー自
給村」が誕生

日本は周回遅れ！？



木質バイオマス：2,000MJ
太陽光発電：1,200kw/月
水力発電：500kw/月
風力発電：100kw/月

コストパフォーマンスや実現可
能性が高ければ提案したい。

里
山
活
用
の
放
牧
や

有
機
肥
料
生
産

今後のエネルギーや食料、肥料等の域内自給のシミュレーションを！

持続可能なエネルギーや食

料の供給力を「21世紀の
石高」として見える化

「コ
モ
ン
ズ
」的
な
ト
ー
タ
ル
プ
ラ
ン

縦割り脱却の
「農村計画法」と日本版

地区プラン制度
＋「令和の国民検地」



江戸時代石高と現在人口の比較例
＊美祢市：68,042石⇔21,111人 →先着４万名様宣言！を

人口減で困っているからではなく、
長期的な持続可能性があるから定住！



回答者29名の行動状況（H29.10.10～16） （布施地区生活行動実態調査より）

未来形の拠点・ネットワーク検討～邑南町「道の駅瑞穂」整備検討委員会資料



「人の動き」現状分析 （各地区の生活行動実態調査より）

（N=29：H29.10.10～10.16）

（N=30：H29.10.30～11.5）

（N=34：H29.12.3～12.9）

道の駅 瑞穂

邑南町役場

布施公民館

日貫公民館 井原公民館



三江線運輸

大和

邑智

川本

桜江

「物の動き」現状分析１（宅急便） （物流事業者ヒアリング調査より）

三次市

広島市・福山市

ヤマト運輸・三江線運輸の配達状況

浜田市・大田市・出雲市

※ゆうパックのみ集荷を行っている

羽須美

石見

瑞穂

羽須美

ヤマト運輸配達量
平常時：48個/日
繁忙期：91個/日

ヤマト運輸配達量
平常時：40個/日
繁忙期：80個/日

ヤマト運輸配達量
平常時：15個/日
繁忙期：30個/日

配達ルート

上位拠点からのルート

ヤマト運輸

三江線運輸

※配達料は町内全域の個数をもとにエリア別の世帯数より算出
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至 川本・大田・江津

至 広島

至 浜田

至 三次

交通ネットワークの進化イメージ～二重の循環システム

12地区の特色を活かしたまちづくり
＋

12地区間と町内外をつなぐ広域ネットワークとその拠点（道の駅）

道の駅瑞穂

＜広域ネットワーク＞

浜田～矢上・田所～口羽

大田～田所～広島

＜地区内交通＞

地区内交通

公民館
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交通拠点＆ネットワークの進化イメージ

物流拠点 道の駅

地区内

旅客と貨物の複合化

ターミナル

バックヤード

広島都市圏



都市農村
交流
農業体験

農作物等の運搬
人物の送迎等

集落営農の促進
乗合いタクシー

買い物代行

空家・耕作放
棄地の管理

観光、レジャー 体験型観光

宿泊施設

農家レストラン

農作物の生産・加工・
販売のための法人化等

農家民泊

農商工連携

＜基地生活維持型＞スタンド
○生活サービス提供拠点 ○移動・配達型
サービスの中継拠点 ○行政職員の駐在拠点
○土地・資源の管理拠点

＜基地生活維持型＞スタンド
○生活サービス拠点
○中山間地域型エネルギー供給スタンド
○土地資源の仲介組織・拠点
○土地・資源の管理拠点

＜外貨獲得型＞
○農作物直売所
○観光案内、
都市農村交流窓口
○ワンストップサービス
買い物、診療、金融、
コミュニティ

●都市も含めた拠点とネットワークの重層的連携と相乗進化

2
次

１
次

鉄道＆高速道路による
広域ネットワーク進化 「小さな拠点」を核に

域内ネットワーク進化

裾野の広い需要拡大

相互交流
の促進

パートナー
エリア形成

多彩な
小規模資源
への需要

地方都市圏
の循環再生

３
次



世
界
の
物
流
を
変
え
た
の
は
、
「箱
」
だ
っ
た
！



国土交通省 第１回自動物流道路に関する検討会2024年2月21日 配付資料より

①
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分散的居住に分散的な拠点配置では？

５
．
こ
れ
か
ら
は
「広
場
」の
時
代
だ
！



イタリア、小さな村にも必ず中心広場があり、人々が集う



コミュニティ
行政

教育 医療
福祉レストラン、パブ

給食センター

ゲートウェイセンター

交通 定住 観光案内

直売市
加工、販売

金融郷の駅

地方都市
中心部

電気 our car １号

情報

電気 our car ２号

「結節機能」としての
中心広場をつくる！！

ディマンド型の
新交通システム
で人もモノも

幹線との
結節点整備

ゆったりした
域内循環系
フロー

速い幹線系
フロー

エネルギー
ステーション

エコ、リサイクル
ステーション

防災＆土木
ステーション

営農・里山
ステーション

集落Ａ

集落Ｂ

集落Ｃ

「薪の駅」
ＥＶチャージ

郷の
駅

郷の
駅

郷の
駅

＊
藤
山
が
十
年
以
上
前
か
ら
提
唱
し
て
き
た
「郷
の
駅
」構
想

●「小さな拠点」のイメージ



国土のグランドデザインと地方創生総合戦略にも、集落地域
を支える新たな複合機能拠点として「小さな拠点」が登場

※実践編 「小さな拠点」づくりガイドブックより



実際の地域を舞台に５泊6日で「小さな拠点」国際レゴワークショップ

広島大学国際協力研究科×藤山プロデュース（益田市二条地区）



広島県三次市の川西地区（1,178人、480世帯）
平成25年「郷の駅づくり推進委員会」による「小さな拠点」構想イメージ

「小さな拠点」を動かす社会技術～「合わせ技」＝複合化

地
域
社
会
に
宿
る

つ
な
が
り
の
力
を
活
か
す

待
ち
時
間
が
活
き
時
間
に
な
る
！



２０１７年７月21日、三次市川西地区に「川西郷の駅 いつわの里」オープン



輪島市自動運転実験

道路に
誘導線
埋め込み

4人乗りゴルフカートを改造

スイス・ツェルマットの小型EV

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
歩
道
を
走
る

自
動
運
搬
車
（
提
供
：
豊
田
知
世
・

島
根
県
立
大
学
准
教
授
）

自動宅配カー



東近江市「福祉モール」

エネルギー
～薪

食～農家レストラン

福祉～デイサービス等

食～パン屋さん



★小さな力をつむぐ「コンマXの社会技術」の開発、導入を！

●
生
産
・活
動
レ
ベ
ル

0.5
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0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

不 足 分

合わせて1.0

外から「規模の経済」で解決？？

「小さな拠点」
でつなぎ直し

●分野
●拠点
●個人

小規模・分散的な
生業の復活

半農半X的な複合
的な就業形態

身近な暮らし・介
護の助け合い

地域社会や個人
に宿る広い裾野の

「小さな底力」をつ
なぎ、活かす！

遠距離では
不可能

①情報の壁＝細かなニーズ不明
②ロットの壁＝移動の時間・コスト大
③時間差の壁＝長い目でお互い様

身近な地域内
でつなぎ直し

新たな地元で
の所得創造
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大規模店

総合病院

高校

鉄道駅

広域行政機関中山間地域の地方都市
におけるハブ拠点
「マルチコア」
の整備

バスセンター

周辺
地域

周辺
地域

二次的な広域生活
圏における

拠点と交通ネット
ワークの整備手法

＝新たな集中と分
散の階層的再構築

新たな「集中の
設計」：例＝
鉄道駅との
一体的整備

★広域物流センター

Amazon.com

真
の
コ
ン
パ
ク
ト
化
と
は
、
農
山
漁
村

の
切
り
捨
て
で
は
な
く
、
広
域
的
な

結
節
機
能
の
複
合
的
集
約
化

周辺＝分散だからこそ、中心＝集中化が必要



ドイツ ヴッパータール市（人口35万人） 駅前広場



バスターミナルと一体化



改札無しでバスと電車が直結、自転車も電車にそのまま乗り込む



駅から中心商店街に直結



徹底した複合交通結節点
の整備～鉄道駅＋バス
ターミナル＋地下駐車場
～スイス・シェール駅
＊実はダイヤもすごい！
乗り換え時間が最小に

鉄道駅

バス
ターミナル

地下駐車場



オーストリア・クフシュタイン（14,000人）
～歩く、出会う、憩う、話す空間づくり

地下には、熱供給管が整備



クフシュタインの熱供給ネットワーク

森林バイオマスボイラー

（

交
通
、
上
下
水
道
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
包
括
的
に
運
営
す
る

「
シ
ュ
タ
ッ
ト
ベ
ル
ケ
」＊
が
共
同
溝
に
よ
り
実
施

＊
自
治
体
規
模
の
単
位
で
管
理
さ
れ
る
イ
ン
フ
ラ
・公
共

サ
ー
ビ
ス
を
総
合
的
に
運
営
す
る
公
益
事
業
体
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2008年 2013年 2018年 2023年 2028年 2033年 2038年 2043年

高
齢
化
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（
％
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人
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（
人
）

推移人口 改善人口

推移高齢化率 改善高齢化率

循環型への地域社会の進化
１世代・30年かかる！
＝かけるべき！

①地域人口の安定化サイクル
＊毎年１％の定住増加を30年間

②環境資源の持続的活用サイクル
＊樹種、樹齢構成の適正化（法正林化）
に30年以上必要

③社会インフラの更新サイクル
＊拠点・ネットワークの集約化

地域社会住民の長期的関与を促す
長期的投資（地域型年金と連動）と
地元オーナーシップ

種別・齢級　　　　　　　　　　　　　　　年代 2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

1齢級 517 1,000 1,000 1,000 1,000

2齢級 46 1,000 1,000 1,000 1,000
3齢級 150 1,000 1,000 1,000 1,000
4齢級 87 46 1,000 1,000 1,000
5齢級 229 150 1,000 1,000 1,000
6齢級 227 87 46 1,000 1,000
7齢級 149 227 150 0 0
8齢級 217 149 87 0 0
9齢級 819 217 198 0 0
10齢級 486 415 0 0 0
11齢級 812 0 0 0 0
12齢級 301 0 0 0 0
13齢級 325 0 0 0 0
14齢級 308 600 0 0 0
15齢級以上 490 1,000 1,000 1,000 1,000
民有林広葉樹計 5,163 5,891 6,481 7,000 7,000
人口林・国有林 3,932 3,204 2,614 2,095 2,095
森林面積合計 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095

６．１世代30年で持続可能な未来へ



輸送インフラ
共有化

自動運転
進化

カー
シェア

転換基盤期 転換挑戦期 転換始動期

時期 ２０２０～２０２２年 基盤的な研究、プロジェクト
２０２２～２０２４年 循環自治区中心のチャレンジ

２０２５～２０２９年
循環区普及と循環圏準備

全般的進化 ⇒各地方連合大
学院へ

インフラ：ネッ
トワーク（交
通）と拠点に
関わる進化

エネルギー、
資源に関わる
進化

暮らし、制度、
生態系に関
わる進化

循環自治区・定住循環圏
複合プラン第1陣3圏域60区

定住循環圏プラン
第2陣10圏域200区

定住循環圏プラン
第3陣30圏域600区

定住循環圏プラン
第4陣300圏域10，000区

定住循環圏広域ハブ
＆ネット整備プラン30

IoT始動
（モノのインターネット）

IoT普及
（モノのインターネット）

EV普及

循環自治区
先行実験モデル100

循環自治区
先行普及モデル300～1,000

循環自治区インフラ
先行実験モデル30

電子決済普及

循環自治区インフラ
普及モデル300～600

資源調査
「21世紀の石高制」

循環自治区エネルギー
先行実験モデル30

再生可能エネルギー
プラント・コンテスト

循環自治区運営組織
先行実験モデル30

森林等の共有財産
区制度検討

地域マネージャー
育成体系検討

グリーンレンジャー等
養成・自治区配置プラン

都市圏マネージャー
養成・循環圏配置プラン

住民エネルギー公
社等の地域経営会
社設立プラン

次世代インフラ整備
進化プラン

資源管理
「森と農地の仕立て直し」

「小さな拠点」の複合
的経営本格始動

循環自治区エネルギー
普及モデル300～600

森林等の共有財産
管理育成主体

地域エネルギーファ
ンドの運用スタート

循環自治区運営組織
普及モデル300～600

定住循環圏エネルギーネッ
トワーク整備プラン

定住循環圏内「小さな拠点」
総合ネットワーク整備プラン

地域型年金＆福祉相互支
援連動システム検討

地元・中高生
30年育成プラン

持続可能な
地域社会
総合研究
プロジェクト

インフラ
構想
研究

エネルギー
構想研究

自治・地域づくり
構想研究

定住循環圏インフラ
ネットワーク整備プラン

⇒各地方「緑の大
学院」設立へ

旅客・貨物フローの包
括的把握分析

FIT制度等の見直し
熱供給等の評価

海外への移転モデル
の先行的研究

「木の文明」構想

「日本はどこで間違えた
のか」より改定

循環型社会への30年～転換＆進化工程表 ①2020年代

＊すでに2025年、このままでは手遅れになる恐れ。



時期 本格転換期 転換成熟期 安定波及期

年代・重点 ２０３０～２０３９年
循環圏の本格形成

２０４０～２０４９年
循環圏の普及とブロック進化

２０５０年～
インターローカルで相互進化

全般的進化

インフラ：ネッ
トワーク（交
通）と拠点に
関わる進化

エネルギー、
資源に関わる
進化

暮らし、制度、
生態系に関
わる進化

資源管理「森と農地の仕立て直し」

地方都市中心部
マルチコア技術開発

定住循環圏インフラ
先行普及モデル30

定住循環圏エネルギー
先行普及モデル30

マルチコア・エネル
ギープラント開発

定住循環圏
エネルギー

先行実験モデル30

定住循環圏
コミュニティ相互交流
先行普及モデル30

定住循環圏
コミュニティ相互交流
先行実験モデル30

部
門
間
相
互
進
化
構
想

海外への移転モデルの継続的開発と先行実証

循環自治区
普及モデル10，000

定住循環圏
先行実験モデル30

定住循環圏
先行普及モデル100

定住循環圏
普及モデル200

定住循環圏広域ハブ
＆ネット整備プラン100

定住循環圏広域ハブ
＆ネット整備プラン200

地方ブロックハブ拠点
＆ネット整備プラン

地方ブロック
完成モデル

海外への移転モデル
の包括的展開

海
外
も
含
め
た
ロ
ー
カ
ル
＆
グ
ロ
ー
バ
ル
な
相
互
交
流
に
よ
り

進
化
す
る
ス
テ
ー
ジ
へ

グローバル
緑の大学院

定住循環圏インフラ
先行実験モデル30

定住循環圏インフラ
普及モデル200

陸上輸送用
スマートコンテナ
開発実用化

定住循環圏エネルギー
普及モデル200

地方ブロックエネル
ギーリンクプラン

地方ブロック
エネルギーリンク
完成モデル

定住循環圏
コミュニティ相互交流
普及モデル200

地方ブロックコミュニ
ティ交流リンクプラン

地方ブロック
コミュニティ交流リンク

完成モデル

都市・農山漁村パートナーエリア制度展開

高速道路の
新軌道システム
旅客・貨物対応加

地方ブロック
インフラリンク
完成モデル

転換＆進化工程表 ②2030年代～2040年代

「日本はどこで間違えた
のか」より改定



「マス･ローカリズム」による共進化の促進

共
通
す
る
阻
害
要
因

共通する促進要因
基盤
整備

制度
変革

規
模
・段
階
・方
向
性
が

合
致
す
る
地
域
を
参
考

地
域
持
続
性
カ
ル
テ
＆

持
続
可
能
性
シ
ミ
ュ
レ
ー
タ
ー

リンク

リンク

共通の目標（具体的成果）＝「脱炭素」など

地域の主体性を生かした提案・実践

先行的な
資金・人材投資

地域相互の
学び合い効果

★ポイントは、共通情報基盤
による成功・失敗に関わる
データ共有化→進化加速

エビデンスに基づく政策形成 現場人材配置



＊市町村および新たな地域運営単位＝「循環自
治区」等で整備（持続地域総研での構築構想）

「デジタル地域カルテ」の活用イメージ

①カード・モード
～地域単位の分野横断の情報集約

③マップ・モード
～全国地図で検索、閲覧

②一覧・モード
～検索結果やランキング表示

・近畿、中国、四国市町村

順位 都道府県 市町村名 増減率

1 島根県 知夫村 22.6%

2 奈良県 川上村 11.3%

3 京都府 向日市 8.3%

4 京都府 木津川市 6.5%

5 島根県 海士町 6.2%

6 京都府 大山崎町 5.6%

7 岡山県 総社市 5.5%

8 大阪府 大阪市 5.5%

9 大阪府 箕面市 5.0%

10 奈良県 王寺町 4.9%

11 高知県 大川村 4.5%

12 香川県 直島町 4.4%

13 兵庫県 明石市 4.2%

14 大阪府 島本町 4.1%

15 滋賀県 守山市 4.0%

16 兵庫県 尼崎市 4.0%

17 京都府 京田辺市 3.8%

18 滋賀県 草津市 3.8%

19 三重県 朝日町 3.7%

20 三重県 東員町 3.7%

21 大阪府 茨木市 3.6%

人口分析

就農分析

地元関係図

事例データベース

介護分析

経済分析

統計データ 活動データ

A地区
カルテ
2022

B地区
カルテ
2022

C地区
カルテ
2022

自分たちと
同じような
地域は
どうしてる？

定住や就農
で成果を挙げ
ている上位は
何してる？

カードで詳細表示

この地域は
どこ？ 周り
はどうなって
いる？

拡大・縮小

分析マップ

ランキング

脱炭素分析

成果と課題の
背景や構造
は？ 進化の
過程は？



国土・環境保全グリーンステーション
→小学校等への整備と配置 環境

学習

小規模校への
教育支援

グリーンレンジャー配置～持続可能性シミュレーター整備等と連動

●中山間グリーンレンジャー
①環境管理・国土保全・森林農地利用調整
②自然エネルギー開発
③環境学習・ｴｺﾂｰﾘｽﾞﾑ指導
④U&Iターンコーディネート
⑤Web-GISによる情報発信、地域マネジメント
＊週３日勤務、月２０万円の嘱託公務員
＊任期２～３年のJICA（青年海外協力隊）的任用
＊農業・林業との兼業促進
＊各小学校区に３人程度、全国５万人程度
＊予算規模：年間5,000億円程度

都市部の住民・児童

U&Iターン
観光

荒れた森林・農地・家屋の
保全・活用マネジメント

生態系の保護管理・モニタリング
環境学習ガイド

定住支援

地域
住民

自然エネルギー開発

シミュレーター、カルテ
データの整備、更新



Civilian Conservation Corps 
Preserving America's Natural
Resources: 1933-1942

50
万
人
を
超
え
る
若
者
た
ち
が

全米2,650箇所のキャンプを創り、 地域住民と環境保全に取り組み、 その足跡を刻んでいる。

世界大恐慌期のアメリカ
「民間国土保全隊」の創設

日本版「民間国土保全隊」

グリーンレンジャー

循環型社会への先行投資、情報人材
→森林・農地保全、再生可能エネルギー
「小さな拠点」形成、生態系保護など

CCCのHPより

CCCのHPより CCCのHPより

CCCのHPより

未
来
形
の
地
域

お
こ
し
協
力
隊



広域的な災害連携
の必要性

疎開保険で関係人口＆「パートナーエリア」形成

首都直下
地震

南海トラ
フ地震

智頭町

萩市

「萩フレンド
保険」実施

いざという時は、
益田市へ！

将
来
は
「食
料
保
険
」へ
進
化

92

いざという時
は、上越市
へ！


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30
	スライド 31
	スライド 32
	スライド 33
	スライド 34
	スライド 35
	スライド 36
	スライド 37
	スライド 38
	スライド 39
	スライド 40
	スライド 41
	スライド 42
	スライド 43
	スライド 44
	スライド 45
	スライド 46
	スライド 47
	スライド 48
	スライド 49
	スライド 50
	スライド 51
	スライド 52
	スライド 53
	スライド 54
	スライド 55
	スライド 56
	スライド 57
	スライド 58
	スライド 59
	スライド 60
	スライド 61
	スライド 62
	スライド 63
	スライド 64
	スライド 65
	スライド 66
	スライド 67
	スライド 68
	スライド 69
	スライド 70
	スライド 71
	スライド 72
	スライド 73
	スライド 74
	スライド 75
	スライド 76
	スライド 77
	スライド 78
	スライド 79
	スライド 80
	スライド 81
	スライド 82
	スライド 83
	スライド 84
	スライド 85
	スライド 86
	スライド 87
	スライド 88
	スライド 89
	スライド 90
	スライド 91
	スライド 92

